
運輸安全マネジメント情報公開

貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）第23条3項に基づき、当社の輸送の安全にかかわる情報を公表します。

　当社は、輸送の安全の確保が事業経営の根幹であることを深く認識し、輸送の安全に関する「計画の策定、実行、チェック、改善」を

確実に実施する。

1.2025年度の目標及び達成状況

　　　重大事故及び人身事故の未然防止、交通事故の大幅削減（抑止目標：344ポイント以下）

　　　470ポイント（目標＋126ポイント）

2.2026年度の目標

　　　重大事故及び人身事故の未然防止、交通事故の削減（抑止目標値：406ポイント以下）

　2025年度の自動車事故報告規則第2条に規定する事故に関する統計は次のとおり。

1.衝突　　　1件（被害事故）

2.健康障害　1件

　別掲1、安全管理規程

1.講じた措置

　　⑴春秋の全国交通安全運動期間に合わせ、交通事故ゼロ運動を実施。

　　⑵気象災害時を想定した、報告連絡体制の機能確認（体制図に基づく伝達訓練）を東北、関東、東海支社において実施。

　　⑶SASスクリーニング検査について、検査計画に基づき実施。

　　⑷安全運転支援システム（通信型デジタコ・ドラレコ等）を未導入であった残りの営業所へ導入。

　　⑸輸送品質向上プロジェクト（2021年9月8日設置）を継続し、輸送品質向上に関わる各種施策を実施。

2.講じようとする措置

　　⑴安全運転支援システム（通信型デジタコ・ドラレコ等）の効果検証と導入拡大計画の推進。

　　⑵SASスクリーニング検査について、全運転手を対象に検査計画に基づき段階的に実施。

　2025年度の輸送の安全に関する予算等の実績額は次のとおり。

・ドライブレコーダー関係経費　　　      　 　　　　　　　　　 2,193千円

・デジタルタコグラフ・アルコールチェッカー関係経費　　　　　　3,147千円

・外部機関による若年運転手・運行管理者研修会関係費            4,448千円

・SASスクリーニング検査費　      　     　　                  　865千円

・安全運転支援システム導入関係費                        　　134,940千円

　別掲1、安全管理規程の、安全管理組体制図にて定めております。

　別掲1、安全管理規程により、報告連絡体制を構築しております。

　2025年度の輸送の安全に関する教育及び研修の実績は次のとおり。

・安全推進担当者会議を2025年5月26日、6月19日、8月7日、9月11日、2026年2月25日に開催。

・安全推進担当者・全国グループリーダー合同会議を2026年3月10日に開催。

・本社主催の運行管理者研修を2025年9月～10月に各支社にて開催。

・本社主催の若年運転手研修を外部研修機関において2025年5月12日～16日に開催。

・SDI担当・安全推進担当者のスキルアップ外部研修を2025年4月15日～17日、8月19～21日に開催。

　安全管理規程第14条に基づき、2025年度の内部監査を実施しました。

取締役　長谷川　実

日本郵便輸送株式会社

2026年7月

（事業年度2025年4月1日～2026年3月31日）
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